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自治権拡充検討に伴う基礎調査・研究 報告書 概要版

令和３年５月
世田谷区政策経営部

本報告書は、世田谷区政策経営部と三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社が
共同で実施した調査・研究について取りまとめたものである。
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調査の目的

本調査は、世田谷区が地方分権の時代にふさわしい持続可能で自立した真の基礎自治体を目
指し、さらなる自治権拡充に関する検討をすすめることとしていることを踏まえたものである。

世田谷区をはじめとする特別区は、大都市の行政の一体性・統一性の確保の観点から、一般の
市町村と権限や財源が異なっている。特別区の存する地域においては、市町村が処理する事務の
うち、大都市地域における行政の一体性・統一性の観点から一体的に処理する必要のある事務
については都が処理することとされている。特別区は、基礎的な地方公共団体として都が処理する
ものを除き、一般的に市町村が処理する事務を処理することとされている。

財源に関しては、市町村税の一部が都税として課されることとなっているほか、都が都区財政調整
制度に基づいて特別区相互間の財政調整を行う。

世田谷区においては、中長期的な区の将来を見据え、既存の都区制度や政令指定都市の枠組
みを前提とせず、検討を進めることとしている。本調査では、当該検討に向けた基礎資料として、政
令指定都市・一般市への移行を含め、今後取り得る選択肢に関して検討を行った。

はじめに
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調査の手順

本調査事業においては、以下の手順で自治権拡充に向けた方向性を導出した。

はじめに

特別区と他地方公共団体の権限の比較

【住民サービス等への影響】【財政への影響】

歳入面の影響(地方交付税
シミュレーション含む)

歳出面の影響

自治権拡充に向けた方向性

事務移管による住民サービ
ス、まちづくり等への影響

税制によるまちづくり等の
可能性

【定量面の検討】 【定性面の検討】

【法的課題】

【法的課題の検討】

団体種別の移
行・権限移譲
に関する分析



章区切り

3

Ⅰ 議論の前提
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特別区と他の地方公共団体の権限の比較

Ⅰ 議論の前提

 特別区は、一般の市町村が実施している事務のうち、人口が高度に集中する大都市地域における行政の一体性及
び統一性の確保の観点から当該区域を通じて都が一体的に処理することが必要であると認められる事務(大都市事
務)は東京都が実施しており、権限配分されていない。

 特別区は、保健衛生分野や児童相談所の設置等に関して、市町村を上回る権限を有するものもある。
 特別区は、地方交付税交付金の対象となっていない（特別区の区域を合算し、東京都分と合算）

（出典）総務省「都と特別区に関する検討の視点」をもとに一部記載をアップデート
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Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

団体種別の移行・権限移譲に関して分析する。

なお、財政面の分析については、以下を前提とした。

①区域・人口は変化しない

②行政活動・行政サービスは変化しない

③法的な課題は捨象する

④財政調整制度について、都区財政調整制度から外れ、地方交付税制度の対象となる。

⑤政令指定都市に移行する場合、他の政令指定都市が実施している任意事務については、新たに実施することはない

⑥一般市に移行する場合、現在都が実施している任意事務のうち、一般市への移管が妥当と思われるものについては、一般市に移行する場合に実施する

⇒これらを前提として、平成30年度を対象年度として、政令指定都市に移行する場合の財政状況・一般市に移行する場合の財政状況の双方を検討する。
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２－１ 財政への影響
政令指定都市に移行する場合

Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

歳入 うち交付金 歳出

特別区制度から
の変更事務・財
源

【新規】
 市町村民税（法人分）
 固定資産税
 特別土地保有税
 都市計画税
 石油ガス譲与税
 軽油引取税交付金
 宝くじ収益金
 地方交付税交付金

【増額】
 市町村民税（個人分）
 地方揮発油譲与税
 自動車取得税交付金
 交通安全対策特別交付

金
 特別区財政調整交付金

【追加】
地方交付税交付金

【除外】
特別区財政調整交
付金

※ただし、試算の
結果、地方交付税
交付金は不交付

【新たに配分される大都市事務】
一般市と同様

【新たに配分される大都市特例事務】
 精神保健福祉センター
 児童相談所
 保育園運営費負担金(都道府県分)
 老人福祉施設整備補助
 生活保護費（住所不定者）
 義務教育教職員給与
 直轄事業負担金
 道路（都道・指定区間外の国道）
 河川等

試算結果
（現行との差）

＋894億6,100万円 ▲587億
1,650万円

＋1,136億1,935万円

 政令指定都市に移行する場合、歳入は894.6億円増加、歳出は1,136.2億円増加し、財政収支は241.6億円マイ
ナスになると試算される。
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２－１ 財政への影響
一般市に移行する場合

Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

歳入 うち交付金 歳出

特別区制度から
の変更事務・財
源

【新規】
 市町村民税（法人分）
 固定資産税
 特別土地保有税
 都市計画税
 地方交付税交付金

【増額】
 地方揮発油譲与税
 自動車取得税交付金
 交通安全対策特別交付

金
 特別区財政調整交付金

【追加】
地方交付税交付金

【除外】
特別区財政調整交
付金

※ただし、試算の
結果、地方交付税
交付金は不交付

【新たに事務配分される大都市事務】
 都が特別区の区域内で実施してい

る以下の大都市事務
都が徴収する市町村税に係る徴収事
務、水道法に基づく事務、工業用水
道事業、下水道法に基づく事務、市
場・と場、道路・街路（特例都道）、
首都高速道路関連出資、交通、都市
開発資金会計繰出金等、都市防災施
設整備事業、市街地再開発事業に伴
う公共施設管理者負担金、都市改造、
東京港港湾施設建設管理、海岸保全、
公園、霊園、住宅、看護専門学校の
運営等、消防組織法及び消防法に基
づく事務、病院、地域保健（保健所
関連）、公債費会計繰出金、用地会
計繰出金、退職手当、人事関係の管
理事務、その他管理事務

試算結果
（現行との差）

＋434億3,676万円 ▲587億
1,650万円

＋811億6,724万円

 一般市に移行する場合、歳入は434.4億円増加、歳出は811.7億円増加し、財政収支は377.3億円マイナスにな
ると試算される。
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２－２ 住民サービスへの影響
都市計画決定権限移譲の効果

Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

 市町村において認められているが、特別区において認められていない都市計画決定権限として、用途地域及び一
定規模以上の地区計画等が挙げられる。当該権限を有することで、区の実情にあったまちづくりが可能となる。

現状 権限移譲後

 用途地域：住居・商業・工業その他の用途が適切な配分になるよう、建築物の用途・密度・形態等に関する制限
を定める地域地区。13種類の用途地域が存在する。建物の種類・建ぺい率・容積率・高さ制限等を決定すること
ができる。世田谷区内全域が用途地域の設定対象となる。

用途地域の設定は都の権限

※「市町村（特別区）は、必要があると認めるとき
は、都道府県に対し、都道府県が定める都市計画の
案の内容となるべき事項を申し出ることができ
る。」「都道府県は、関係市町村（特別区）の意見
を聴き、かつ、都道府県都市計画審議会の議を経て、
都市計画を決定するものする。」との規定はあるが、
最終的には都の判断

【課題】
区内の土地利用（住居・商業・工業のバラ
ンス）を決定することができない。
（例）商業地域の拡大を決定できない

（例）都市計画図

赤系統が商業・準商業、黄色・緑系統が住宅
系である。商業と住宅の区域を区が変えるこ
とができない。

用途地域の設定は区の権限

⇒区の実情に合った設定が可能。住民と
の距離も近い。
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２－２ 住民サービスへの影響
義務教育教職員人事権移譲の効果

Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

 採用・育成等に係る権限が移譲されることで、世田谷区の特色を出した教職員の育成が可能になる。
 他自治体においては、事務処理特例制度を活用して、人事権の一部を移譲している事例もある。

現状 権限移譲後

教職員人事権は都の権限

・教職員の任免、給与の決定
（都が一括で採用し、人事異動等を行う。）

・学級編成基準、教職員定数の決定
・教職員給与の支払い
・教職員の研修（※）

※研修については、事務処理特例により、特別区
が実施している。

【課題】
・区は教職員を独自に採用できない。
・区に限定した人事異動等ができない。

・区の特色を出した教職員の育成が難しい。
・特色ある教育活動の継続性が発揮しにくい。

教職員人事権は区の権限

⇒区独自の採用、区内に限定した人事異動等が可能
になり、世田谷区の特色を出した教職員の育成が可
能になる。

 権限移譲の手法：①事務処理特例制度の活用、②政令指定都市への移行による権限移譲
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２－２ 住民サービスへの影響
税源移譲の効果

Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

 固定資産税・都市計画税を優遇することで、企業誘致を促すことが可能となる。また、雇用拡大等を優遇条件に
取り入れることも考えられる。また、緑化推進等に活用することもできる。

 他自治体においては、市町村民税（法人分）の減免による企業誘致を行っている事例もある。

緑化推進への活用

区内の緑化率を向上させるため、緑化部分
について固定資産税・都市計画税の減免を
行う。
⇒税の観点から、緑化を推進

※東京都においては、認定市民緑地の用に供する土地に
ついて2分の1に軽減されているが、更に軽減割合を上乗
せすることが考えられる。

 横浜市において、基準以上の緑化を行う
場合、当該緑化部分について、税額の4
分の1が軽減される。

対
応
策

先
行
事
例

企業誘致

区内に新たに立地する企業について、新規
取得土地や建物・設備にかかる固定資産
税・都市計画税の減免を行う。
対象となる条件に雇用拡大等を設けること
も考えられる。

⇒税の観点から企業立地や雇用拡大を推進

 多数の地方公共団体において類似の制度
あり。なお、首都圏近郊においては、減
免ではなく、固定資産税・都市計画税相
当額を交付する例もみられる(三鷹市等)。

（例示）
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２－３ 法的な課題

Ⅱ 団体種別の移行・権限移譲に関する分析

 普通地方公共団体に移行するための法制度は現状では整備されておらず、普通地方公共団体への移行にあたって
は法的な対応が必要。

 特別区の枠内での権限拡充にあたって、法的に配分を受けるためには個別法の改正が必要。

普通地方
公共団体
への移行

政令指定都市・中核市・一般市等の間での種別変更に関しては、地方自治法等によって
規定が設けられているが、特別区からこれら地方公共団体への移行に係る規定は設けら
れていない。
⇒移行にあたっては地方自治法の改正あるいは特別法の制定が必要になると思料。

総論

政令指定
都市とし
ての指定

「政令で指定する人口50万人以上の市」(地方自治法第252条の19第1項)と規定されて
いるが、人口50万人以上であることは指定を受ける必要条件ではあるが、必要十分条件
ではない。

①人口100万以上、②人口密度2,000人／ｋ㎡、③第一次産業就業人口が全就業人口の
10％以下であること、④都市的形態･機能を備えていること、⑤行財政能力を備えてい
ること、⑥その都市の希望があり、所在府県の意思と合致すること、⑦その他地域的一
体性があることが判断の基準 （人口基準は80万人以上が目安と言われる）
⇒世田谷区は、普通地方公共団体に移行する場合、要件を満たすものと思料。

特別区の枠内での権
限拡充

法的に権限の配分を受けるためには、個別法（消防法・水道法等）における特別区の存
する区域における例外規定を修正することが必要。⇒法改正が必要

事務処理特例による権限の配分を受けるためには、法改正は必要なく、事務処理特例条
例の改正により対応。ただし、法的な権限配分よりも、権限は弱いことに留意。
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Ⅲ 自治権拡充に向けた方向性
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３ 自治権拡充に向けた方向性

Ⅲ 自治権拡充に向けた方向性

 普通地方公共団体に移行する場合には、財政的にはマイナスだが、新たに付与される権限が多く、まちづくり等
への貢献が期待。ただし、法的に移行の制度は導入されていない。

 特別区の枠内で権限拡充を求める場合には、財政的には大きな影響はないが、権限配分は限定的になると思料さ
れる。

普通地方
公共団体
への移行

財政面 権限拡充の効果 法的課題

政令指定
都市

一般市

特別区の
新たな位
置づけに
よる権限
拡充

新たな特
別区制度
の導入

現行制度
を前提

 241億5,835万円マイナス

 377億3,048万円マイナス

変化なし

※新たな事務配分に伴う財
源確保が適切に行われる場
合

中長期的なまちづくりや
地域の実情にあった住民
サービスの提供の面で効
果がある

特に、政令指定都市の場合
には、まちづくりや教育の
権限が大きい

移譲される事務内容に
よって異なる。

個別に事務配分を調整す
るため、普通地方公共団
体への移行と比較して、
権限配分は限定的と思料

特別区からの移行に関す
る法的な制度が導入され
ていない。

⇒移行にあたっては地方自
治法の改正あるいは特別法
の制定が必要になる

地方自治法で位置付ける
場合、法改正が必要

法的権限を得るためには、
個別法の改正が必要。


